
令和8年度　横浜市港北スポーツセンター 様式９

(１)収入 （千円、税込み）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 備考

26,477

111,580

利用料金収入 32,800

利用料金収入（駐車場） 10,500

スポーツ教室等事業収入 64,000

文化系教室収入 4,200

託児事業収入 80

広告業務収入 0

その他 0

15,850

スポーツ教室等事業（時間外） 5,100

飲食事業 3,200

物販事業 3,200

利用料金収入（時間外） 3,850

利用料金収入（駐車場）（時間外） 500

その他 0

127,430

(2) 支出 （千円、税込み）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 備考

142,009

人件費 53,100

修繕費 5,500

設備管理費・保安警備費 8,500

備品購入費・消耗品費 4,800

外構・植栽管理費・廃棄物処理費 350

広報費・印刷製本費 1,200

光熱水費・燃料費 15,000

保険料 600

使用料・賃借料 15,730

委託料・謝金 27,000

公租公課 2,000

旅費 30

会議賄い費 30

通信運搬費 1,000

支払手数料 300

会費及び負担金 150

事務経費本部分 6,719

その他 0

6,970

スポーツ教室等事業（時間外） 2,600

人件費(時間外) 2,500

飲食事業 0

物販事業 1,600

その他 270

148,979合計（④＋⑤）

③自主事業による収入

⑤自主事業による経費

合計（②＋③）
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項
　
目

収支予算書
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目

④維持管理運営費用　　　（Ｂ）
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目

１　総括表
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令和8年度　横浜市港北スポーツセンター 様式10

内　　　　　　　　　訳
合計金額

（千円、税込み）

111,580

32,800

第１体育室（団体） A・B・C・D・E・F　帯利用料金収入 5,500

第２体育室（団体） A・B・C・D・E・F　帯利用料金収入 200

第３体育室（団体） A・B・C・D・E・F　帯利用料金収入 1,400

研修室（団体） A・B・C・D・E・F　帯利用料金収入 900

テニスコート（団体） A・B・C・D・E　帯利用料金収入 8,300

弓道（団体）

体育室（個人） 体育室個人利用収入 1,600

トレーニング室（個人） トレーニング室個人利用収入 14,000

弓道（個人）

付帯設備利用料金 放送設備・空調設備等 900

駐車料金 10,500

スポーツ教室参加料 64,000

文科系教室参加料 4,200

託児事業参加料 80

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

文化系教室収入

託児事業収入

収支予算書

利用料金収入（駐車場）

その他

スポーツ教室等事業収入

広告業務収入

項
　
　
　
　
目

２　指定管理・収入の部

利用料金収入

合計　　　　　　　　　　　　　（Ａ）



令和8年度　横浜市港北スポーツセンター 様式11

積　算　内　訳
合計金額

（千円、税込み）

142,009

（給与・賃金） 46,000

（社会保険料） 5,500

（通勤手当） 1,600

（健康診断費） 0

（勤労者福祉共催掛金） 0

（退職給付引当金繰入額） 0

修繕費 5,500

（駐車場に係るもの） 100

（その他） 機器部品交換、小破修繕　　　 5,400

設備管理費
日常清掃業務、定期清掃業務、機械設備総合管理・保守点検業務、体育機器保
守点検、観覧席保守点検業務 7,500

保安警備費 警備業務委託 1,000

備品購入費 体育用品等備品購入費 300

消耗品費 4,500

（駐車場に係るもの） 駐車券・プリペイドカード・プリンターリボン 100

（その他）
文房具・照明・衛生用品・コピー代・雑誌・修理用部品、教室関連用品（バドミントン
シャトル・卓球ボール・コピー用紙）、その他（ティッシュ等託児用品等） 4,400

外構・植栽管理費 樹木管理委託 0

廃棄物処理費 廃棄物処分費　 350

広報費
ホームページ運営費、折込チラシ配布料、その他（雑誌掲載・中吊ポスター掲載料
等） 1,000

印刷製本費 リーフレット・チラシ・ポスター等印刷料 200

光熱水費 15,000

（電気） 電気料金　 10,000

（ガス） ガス代　 3,000

（水道） 水道料金　 2,000

燃料費 0

保険料 600

（施設賠償責任保険） 施設賠償責任保険 200

（火災保険・自動車保険） 0

（その他） 教室傷害保険 400

使用料・賃借料 15,730

（市への支払） 目的外使用料 230

（リース料）
自動券売機、駐車場書込み機、AED 、ロッカー、複合機、印刷機、トレマシン、駐
車場機器、テニスオムニコート 8,500

（その他） 教室施設使用料 、託児使用料 、入金機等 7,000

委託料 9,000

（駐車場に係るもの） 0

（その他） 教室指導委託 9,000

謝金 教室指導者、託児ボランティア 18,000

公租公課費 2,000

（事業所税） 2,000

（消費税） 0

（印紙税） 0

（その他） 0

旅費 30

会議賄い費 30

通信運搬費 電話代・インターネット接続料・切手代等・移動交通費 1,000

支払手数料 クレジット・ＩＣカード決済手数料・振込手数料 300

会費及び負担金 150

（職員等研修費） 80

（その他） 地域行事への参加料 70

事務経費本部分
本部管理経費 ： 総事業費（人件費・水光熱費・公課費を除く）の
10％

6,719

その他

収支予算書

※１　次の例を参考に記載してください。
　　人件費・・・報酬、賃金、手当、社会保険料、福利厚生費など
※２　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

３　指定管理・支出の部

所長　　　　　　  　@400,000円×15カ月（賞与・諸手当含む）
副所長　　　　   　@300,000円×15カ月×2名（同上）
運営担当社員  　@250,000円×15カ月×3名（同上）
　※トレーニング室担当、教室担当、運営担当
受付スタッフ　　  @1,380円×13.ｈ×346日×1.5名
トレーニングスタッフ　@1,380円×13ｈ×346日×1.5名
間接労務費（各種社会保険・法定福利・福利厚生・教育・被
服費等）

人件費 53,100

項
　
　
　
　
目

合計　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）
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内　　　　　　　　　訳
合計金額

（千円、税込み）

15,850

スポーツ教室等事業（時間
外）

スポーツ教室参加料 5,100

飲食事業 自動販売機手数料収入 3,200

物販事業
スポーツ用品・健康食品販売
（シャトル・ボール・タオル・シューズ・ウェアー・プロテイン等）
体育用品・体育用具レンタル

3,200

利用料金収入（時間外） 早朝帯利用料金収入 3,850

利用料金収入（駐車場）（時間
外）

早朝帯駐車場利用料 500

その他 0

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

収支予算書

項
　
　
　
　
目

４　自主事業・収入の部

合計
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内　　　　　　　　　訳
合計金額
（千円、税込み）

6,970

スポーツ教室等事業（時間
外）

指導員報償費、　施設使用料、保険料 2,600

人件費 早朝スタッフ人件費 2,500

飲食事業 0

物販事業
販売品仕入れ
レンタル品等仕入

1,600

その他 地域派遣指導料他 270

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

項
　
　
　
　
目

収支予算書

５　自主事業・支出の部

合計
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令和 8 年度 横浜市港北スポーツセンター事業計画書 

 

１ 施設の管理運営の基本方針 

 

【８つの基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 2 - 
 

２ 基本方針を実施する為の目標及び実施策 

（１） 重点項目 

３．安全安心な施設管理 

５．利用促進収入増加 

 

（２）数値目標 

 

目標設定の視点 運営目標 管理指標・数値 

利用者 

サービス 

・スペースを有効活用した教

室事業の拡充実施 

・HP/SNS を活用した施設情報

の発信 

・栄養相談・改善指導の実施 

・運動型健康増進施設の認定 

・1クールあたりの教室開講

数 70以上 

・SNS やホームページ等での

情報発信数 300以上 

・年１回以上（集客状況によ

って検討） 

業務運営 

・施設全体の利用者数向上 

・地域連携事業実施 

 

・令和 8 年度延べ利用者数

298 千人 

・令和 8年度地域連携事業実

施 12 回以上（地域への出張

健康づくり指導など） 

職員育成 

・利用者満足度向上 

・職員向け研修会の開催 

・令和 8 年度満足度調査

Top2Box計で 95％を達成 

・四半期に 1度、研修会開催

（外部、オンライン含む） 

財務 

・利用者増による利用料収入

増 

 

・令和 7 年度利用料収入

127,430千円 
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３ 施設の平等・公平な利用の確保について 

（１）公共性・公平性に基づいた利用の確保 

■具体的取組内容（実施事項） 

１．全ての区民に対し、有益な情報を公平に伝達することができるように、施設掲

示版やホームページなど(HP、X、Instagram、LINE)を活用したリアルタイムな情

報伝達と、X(旧 Twitter)等双方向の伝達ツールによる情報の収集を行います。ま

た、横浜市市民利用施設予約システム（空き情報照会システム）を活用し、施設

の予約状況を適切に区民へと伝えていきます。 

＊トレーニング室利用案内の見直し及び更新 

   個人利用案内の見直し及び更新 

   当日・定期教室案内の見直し及び更新 

 

２．横浜市スポーツ施設条例第 14条・施行規則第 11条等に基づき、社会福祉・学

校教育を目的とする団体や、障害者等の施設利用者に対し、利用料の減免措置を

行います。また同様に、市の定める条件を満たす団体に対し事前の利用承認を行

います。利用料金減免や優先利用を承認するにあたっては、条例等に伴うその規

定を利用者に十分周知・公布するともにスタッフへの教育を徹底し、適正な対応

に努めます。 

 

（２）多言語化に関する取組 

■具体的取組内容（実施事項） 

ＨＰやパンフレット、利用ルール、館内表示等の多言語対応や、一目で何を行う

かわかるピクトグラムの使用や、接客時には翻訳アプリを用いる（令和４年度４月

タブレットに翻訳アプリを導入）など継続して外国人利用者が不自由のないような

情報提供を行います。 

また代表団体のグループ会社は、英会話スクール等の運営を主に事業展開してお

ります。代表団体も含め、定期的に全スタッフを対象に、英会話研修等を行ってお

り、本施設のスタッフにおいても英会話等の研修を行い、外国人利用者に対し、明

確に説明できるよう、また利用者とのコミュニケーション創出のため、対応してい

きます。 
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３ 施設の平等・公平な利用の確保について 

（３）障害者の利用支援に関する取組 

■具体的取組内容（実施事項） 

  １．障がい者等の観点からの施設評価 

障害者のより多様な利用を可能とするために、また障害者等本人でなけ

れば気付きにくい様々な障壁・障害を理解するために、次のとおり情報収

集を引き続き行います。 

・アンケート調査・ヒアリング調査 

・現地での動向調査 

・障がい者の視点に立ったチェック調査 

 

   ２．障がい者等の意見を反映した施設運営 

上記の調査結果に基づき、施設の管理運営手法の改善を行います。また、

公の施設において可能な範囲においての施設改修計画を立て、修繕額の範

囲内で指定管理者が修繕を行うとともに、それ以上のものに関しては、港

北区との協議のうえ予算化した上で改修工事を実施します。 

 

 

わかり易い 

案内表示 

だれもが一目で施設や利用方法を理解できるように、わかりやすいピクト

グラム（絵表示）による案内表示を充実させるとともに、使用器具には番

号での表示を行うなど、分かり易さを重視した案内表示を充実させます。 

 

耳マーク 

ハートプラス

マーク 

耳の不自由な方が気軽に筆談を申し出ていただけるように「耳マーク」を

掲示するとともに、スタッフが簡単な手話にて対応します。また、内部障が

い者・内臓疾患者といった「目に見えない障害」を持つ方も安心して利用

できるよう配慮します。 

施設の 

バリアフリー 

投入口・取出口等の操作性を高めた「バリアフリータイプ自販機」の設置を

提案するともに、スポーツ用車椅子を配置・更衣室への手すりの設置な

ど、設備等の改善面からのサービス向上を検討・実施します。 

 

心の 

バリアフリー 

内閣府発行の高齢者・障害者に配慮した窓口マニュアルによる対応を行い

ます。また施設内の「バリアフリーマップ」を作成・配布します。介助の補

助・準備片付けのお手伝い等に関しても最大限の協力を行います。 



- 5 - 
 

４ 施設の効用の最大限発揮について 

（１）利用者本位のサービス提供・利用者の支援 

■具体的取組内容（実施事項） 

施設効用の最大化により、賑わいのある施設（利用者・利用率の向上＝収入増）へ 

と発展させ続けるため、現利用者はもちろんのこと、地域（区民）全体の持つニー 

ズの把握と実現に努めます。 

  ・利用者アンケート 

  ・利用者からご意見に対する返答 

   ・運動型健康増進施設の認定 

・授産品の販売、就労支援 

・個人利用バスケットボールの継続的運用 

 

（２）広報・利用促進活動 

■具体的取組内容（実施事項） 

  Ⅰ：ウォーキングマップの増刷 

Ⅰ：施設リーフレットの増刷 

Ⅱ：近隣施設へポスティング 

Ⅱ：デジタルサイネージへの掲載 

Ⅱ：折込チラシの作成と配布 

Ⅱ：地域のフリーペーパー等への掲載 

Ⅲ：HP、SNS(X、Instagram、LINEなど)での情報発信 
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４ 施設の効用の最大限発揮について 

（３）スポーツ教室等の計画 

■具体的取組内容（実施事項） 

昨今の物価高騰の影響を鑑みて教室料金の適宜見直しを行います。 
 

１． 全ての世代を対象：『身体活動』『生涯学習』をテーマとした教室の開催 

＊ハワイアンキルト、各種エアロビクス、骨盤ストレッチ、ピラティス 

タイム、など 

 

２． 乳幼児・青少年／保護者を対象：『子どもの体力向上』『居場所づくり』

をテーマとした教室の開催 

 ＊ベビーとヨガ、各種親子体操、各種幼児体操、わくわくキッズわんぱ 

く隊、キッズテニス、Jr.マルチスポーツ・空手道・テニス・バドミン 

トン、各種こどもヒップホップ、横浜ビー・コルセアーズバスケット 

ボール（基礎クラス、強化クラス） 

 

３． 成人(青壮年)を対象：『心と体の健康支援』をテーマとした教室の開催 

＊骨盤調整、女性健康、リフレッシュセルフ、各種ヨガ、など 

 

４． 中・高年を対象：『生涯現役』『新たな生きがい・余暇の充実』をテーマ

とした教室の開催 

＊やさしい健康教室、転倒骨折予防、マイペース健康、チャレンジ健康、

太極拳、各種フラダンス、ハワイアンキルト、健康マージャン教室(入

門編、初級編) 

 

５． 指導者を対象：今までの『学ぶ』により培ってきた経験・知識を発揮する

事のできる『活動する』『教える』場を提供 

  ＊教室参加者へ館内サークル掲示板の紹介 

 

６． 障がい者対象：『ひとり一人にあった運動に親しむ』をテーマに健常者

と一緒に楽しめる障がい者スポーツイベントプログラムの開催 

＊ボッチャ体験会、など 

 

７． 各種テニス教室の運用変更 

雨天中止による運用方法の変更および価格改定 
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４ 施設の効用の最大限発揮について 

（４）自主事業の計画 

■具体的取組内容（実施事項） 

１． 各種スポーツ教室等の開催 

スポーツ・レクリエーション活動による区民の明るく豊かな健康ライ

フの実現に向けた役割を担い、コミュニティ形成の大きな機能を果たす

ための事業であるとの認識の基、「生涯にわたってスポーツ・レクレーシ

ョンを楽しむ」をテーマに、一定のターゲットに偏らない、誰もが身体

を動かすことを楽しめる多種多様なスポーツ教室を実施します。 
 

２．物販・レンタルの充実 
シャトル、ボール、タオルといった簡易なものから、シューズ・ラケ

ット・ウェアー等本格的なものまで様々な販売品やレンタル品を用意し、

利用者が手ぶらで来てもスポーツが楽しめる、質の高いスポーツ環境を

引き続き整えます。 

  ＊取り扱い品の精査、主要品の在庫維持 

 

３．専用レンタルロッカーの貸し出しの継続 

個人・団体専用ロッカーの貸出サービスを実施し、手ぶらで施設にや

ってこられる環境を整えます。なお、トラブルを防止するためロッカー

貸出時には利用者情報の登録を行うなど、安全管理に配慮した運営を行

います。 

  ＊空きロッカーの周知、適正な運用案内 

 

４．各団体との連携によるイベント開催 

横浜スポーツパートナー（横浜Ｆ・マリノス、横浜ビー・コルセアー

ズなど）をはじめとする各団体や選手との連携により、スポーツの楽し

さを体験できるイベントを定期的に開催していきます。 

   ＊横浜ビー・コルセアーズのバスケットボール教室の新規クラス開催 

   ＊横浜 F・マリノスのサッカー教室の開催 
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４ 施設の効用の最大限発揮について 

（５）業務履行体制 

■具体的取組内容（実施事項） 

１．港北スポーツセンターに勤務する、合計約３０名の従業員全てに対し、

労働関連法令にかなう労働環境を提供できるよう、全社的な内部規律・規

則の整備とともに、現地スタッフの労働環境（就業状況・賃金・人員配置

など）に留意するとともに、モチベーション低下などの運営上のマイナス

要素に対しても適正に対処します。また、労働災害対策に関しても『安全

と健康の確保』が継続的な事業活動に欠かせないものと認識し、現場イン

スペクションを定期的に実施して、安全で快適な職場と個人の健康を実

現するための活動を推進します。 
 
２．各社及びＪＶの就業規則に準拠し、無理のない人員配置及び労働時間管

理を行います。１日８時間、週４０時間を規定とし、３６協定を届出るこ

とにより法定労働時間及び変形労働時間制による労働時間を延長するこ

とを可能とします。なお、各担当責任者は週単位のシフト及び労働時間管

理をマネジメントし、総括責任者との連携をとりつつ明るい職場づくり

に努めます。 
 
３．「従業員の安全と健康の確保」が継続的な事業活動に欠かせないとの認

識のもと、安全で快適な職場と個人の健康を実現するための活動を推進

することを基本方針に掲げ、定期的な施設巡回を実施し、職場の安全衛生

の維持・向上を図るなど、職場をベースとした活動を展開します。 
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５ 本市の重要施策を踏まえた取組について 

（１）個人情報保護・情報公開、人権尊重、環境への配慮、市内中小企業優先発

注など、本市の重要施策を踏まえた取組 

■具体的取組内容（実施事項） 

１． 個人情報保護：市民の個人情報を取り扱う個人情報取扱事業者として

の認識を持ち、「個人情報保護法」、「横浜市個人情報の保護に関する

条例」を引き続き遵守しつつ運営を行っていきます。 

 

２． 情報公開：施設管理運営に関わる市民の知る権利を保障し、情報公開の

推進を図ることで、市民（利用者）に説明する責務を全うし、施設への

理解と協力を深めます。 

 

３． 人権尊重：スタッフ 1 人ひとりに対し研修を通じて、人権に関する幅

広い知識・感覚を身に付けさせ、人権尊重を基調とした施設運営に努め

ます。この土台を下に、市民に対して人権尊重の重要性について理解を

深めてもらえるよう、スポーツを活用した啓発活動を実施致します。 

 

４． 環境への配慮：「横浜市環境管理計画」や「ヨコハマ プラ 5.3計画」、

「横浜市 SDGs 未来都市計画」等に沿った、環境に配慮した管理運営

を行います。また、節電・節水・公共交通機関や自転車の利用などを率

先して行うとともに、利用者にも呼びかけＣＯ２を削減する省エネル

ギー型の管理運営に努めます。紙・文具・ＯＡ機器・ユニフォーム・各

種物品等の購入においても、「神奈川県グリーン購入基本方針」に基づ

き、環境負荷の少ない物品等を購入するよう努めます。 

 

５． 市内中小企業優先発注：中小企業の振興が市内経済の発展において果

たす役割の重要性を理解した上で、“地産地消”の理念の下、市内中小

業者に発注選定要件の優先性を設け、運営上必要な業務や物品に関す

る発注を行うことにより、経済の活性化に貢献します。 
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６ 管理運営経費について 

（１）利用料金等収入増及び経費縮減への取組 

■具体的取組内容（実施事項） 

１． 利用者増・収入増への取り組み 

稼働率の高い時間帯や施設はその水準を維持するとともに、空き時間

帯・施設の有効活用や機能向上等、新たなサービス展開、各種スポーツ

教室事業改善などにより、新規利用者の獲得と継続利用（リピーター）

の促進を図り、収入の増加を計画します。 

     ＊一部教室の開催時間、室場、名称の変更 

     健康マージャン教室の入門編・初級編の開講 

      横浜ビー・コルセアーズバスケットボール教室の基礎・強化 C開講 

      夏季テニス教室の拡充 

      個人利用バスケットボールの継続的運用 

 

 

２． 効率的運営・経費縮減に向けた取組み 

①人件費 

労働条件・職場環境等への配慮とともに、スタッフのモチベーション維

持・向上を図り、安定的な雇用(人員確保)に努めることを前提に、雇用形

態や勤務形態の多様化、個々のスキル向上、効率化により人件費の縮減

（増加抑制）に努めます。 

・正規職員の効果的な配置と短時間労働者の雇用 

・マルチジョブシステムによる業務効率の向上 

・スケールメリットを活かしたマネジメント 

 

②維持管理費・修繕費 

・契約条件等の工夫（業務の再委託契約等） 

・各年度 500 万円（消費税別）以上の額を修繕費として指定管理料に含

め提案した内容を、指定期間内（５年間）2,500 万円（消費税別）以上

と読み替え運用 
 

③水光熱費 

・運用改善型省エネルギー対策 

・設備投資型省エネルギー対策 
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６ 管理運営経費について 

（２）施設の課題等に応じた費用配分 

■具体的取組内容（実施事項） 

. 法令に基づく点検に加え自主的な点検を推進し、定期的な巡回点検による設

備監視で不良箇所などを発見、素早い対応をすることで、不要な臨時点検・修

繕コスト削減を図ります。 
・維持管理スタッフの業務効率化のため、ICT支援ツールの運用により、建物管

理業務や備品・消耗品情報をシステム化し、管理データの効果的な活用を図る

ことで施設管理業務の予算計画の立案、最適な保全対策、課題への対応、備品・

消耗品の補充などがスピーディーに実行可能となります。また、スタッフの人

事異動時においても引継ぎを効率よく行え、事故防止に活用できます。 

・物価高騰に伴う業務委託費、水光熱費の削減に向けて業者選定、省エネルギー

対策などの見直しを行います。 

 

（３）適正な委託・調達・雇用 

■具体的取組内容（実施事項） 

１．業務委託の選定方法 

第三者委託を行うにあたっては港北スポーツセンターにおける「業務の現状を正

確に把握」し、「課題の整理と優先順位」をつけ、「解決に必要な手段として第三

者委託が有効か」を常に検討します。さらに指定管理者の責務である「高齢化社会

への対応」「環境保護」「地域雇用への貢献」「地域社会との調和」などの社会的

貢献を加味した判断も行っていきます。 

 

２． 市（区）内事業者への優先的委託・調達 

当グループは第三者委託の選定や、物品調達の発注先を検討する際の基本的な考

え方として“地産地消”を掲げております。地元事業者に発注選定要件の優先性を

設け、運営上必要な業務や物品に関する発注を行い、引き続き地域経済の活性化

に貢献したいと考えております。 

 

３． 市（区）民、高齢者、障がい者の積極的雇用 

従業員の雇用においては、地域の住民に働く場を提供すべく市民（令和 7 年度

96.6％）、区民を優先的・積極的に採用していくと共に高齢者（令和 7年度 30.0％）

及び障がい者（令和 7 年度 16.6％）に対しても継続して積極的に働く場を提供し

ていきます。 
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７ 施設管理について 

（１）メンテナンス及び環境保持・環境配慮

■具体的取組内容（実施事項）

当グループは、下記の５項目を維持管理の方針ととらえ、さまざまな手法

により、安心で安全な施設、快適な空間の創造を実現します。 

① 安全を最優先にした維持管理を実施します。

② 効率的な維持管理を実現します。

③ 施設の快適性向上を目指します。

④ 環境に与える影響を最小限に抑える維持管理をします。

⑤ 長期耐用化、長寿命化がはかれる維持管理をします。

【年間維持管理計画】 
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７ 施設管理について 

（２）修繕等への取組 

■具体的取組内容（実施事項） 

LCM（ライフサイクルマネジメント）の考えに従い、中期保全（改善）計画

の策定と運用を実施し、施設の機能性向上や快適な環境の提供に活用しま

す。さらに、年度ごとの計画に基づくメンテナンスの結果、修繕の必要な部

位を確認し、優先度及び費用対効果を勘案し計画の見直しを行います。 

中期保全計画を策定した後、年間の進捗度を示す年間管理計画一覧表を作

成し、点検・補充・監視・清掃・法定検査などを確実に実施しているかの進

捗状況を業務支援ツールのデータとともに管理していきます。そこで集約し

たデータを中・長期修繕・更新計画の要素に活用します。また、異常発生や

自然災害発生の対応と合わせて以下のフローマップを基準として維持管理

していきます。 
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８ 安全管理について 

（１）平常時の体制 

■具体的取組内容（実施事項） 

各セクションチーフ・スタッフは、日常の事故防止対策として業務前・後の施設

敷地内の巡回、営業中における巡回点検を行います。事故が起こりやすいような見

通しの悪い箇所は、備品の移動や植栽の整備を行い、周囲からの見通しを確保する

など、事件・事故の未然防止に努めます。 

安全対策責任者（総括責任者）は、施設スタッフへの教育・指導、定期的な研修に

より危機意識を養成し、セーフティチームを交えた運営会議や研修で危機管理体制

への啓発を行い、日頃の業務から「兆候・現象・原因」の関連性を認識した、事故

発生防止と被害抑制に有効な体制の実効力強化を図っていきます。 

また、災害や事故発生等の緊急時に、利用者の安全な場所への誘導や障害物の撤去

等迅速な対応ができる体制を確立するために、これを確実にしていく研修を継続的

に進めていきます。 

 

（２）緊急時の体制 

■具体的取組内容（実施事項） 

１． 自然災害発生時の対応 

港北スポーツセンターは、港北区の地域防災拠点や広域避難所には指定さ

れていませんが、災害時には 防災拠点として重要な役割を果たす施設です（帰

宅困難者一時滞在施設及び遺体安置所として規定）。 

また同時に、屋外施設は台風等の自然災害の影響を直接うける場所でもあ

ります。災害発生時には利用者・地域住民の生命を守ことができるよう、「港

北区防災計画」「土砂災害ハザードマップ」などに基づき作成された「港北ス

ポーツセンター安全管理マニュアル」に則った対応を行います。 

 

２． 怪我人・急病人発生時の対応 

急病人や転倒事故などの緊急事態が発生した場合は、情報収集を始めとし

て現地へ急行し、被害者の救護・救急車の要請を行うなど、被害者の救護を最

優先に行います。スタッフは自身の安全、並びに周囲（他の利用者など）の安

全を確保し、二次災害の防止をはかります。 

当グループは、有事の際にも適切な救命処置が取れるよう、施設に従事する

全てのスタッフに対し、救命救急法・ＡＥＤ取扱い等不測の事態に備えての研

修を実施します。非常時・緊急時であっても、被害者のプライバシーについて

配慮し、救護活動をするうえで知りえた個人情報の保護に努めます。 



- 15 - 
 

９ 地域との協力について 

（１）地域支援 

■具体的取組内容（実施事項） 

  １．引き続き港北区スポーツ協会との連携を図ってまいります。 

２．スポーツ少年団・学校体育団体との連携を図ってまいります。 

３．職員自らがスポーツ推進委員として活動し、連携を強化していきます。 

４．スポーツ指導員の育成を図ってまいります。 

５．総合型地域スポーツクラブの相互連携・活動支援を行ってまいります。 

６．横浜スポーツパートナーズ団体との連携・協働を推進していきます。 

７．地域への出張健康づくり指導の実施 

    ＊スポーツ推進委員の継続、地域イベント 

     への参加 

     近隣公共施設と連携し、出張健康づくり 

     指導を年 4回の実施 

 

（２）地域連携・地域貢献 

■具体的取組内容（実施事項） 

１． 加入している大豆戸町内会での積極的な連携活動を継続します。 

２． 利用者の意見を反映する場として『利用者懇親会』を開催します。 

３． スポーツ団体及びサークルの設立・活動を支援していきます。 

４． 楽天シニアアプリの活用による地域での健康マイレージを推進します。 

５． 区民のスポーツ大会を開催します。 

６． 区内他施設との施設間連携を図り、地域活性化に貢献していきます。 

７．地域への出張健康づくり指導の実施 
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10 モニタリング計画について 

（１）自己評価・第三者評価 

■具体的取組内容（実施事項） 

港北スポーツセンターの運営において、良質なサービス・快適な環境・安全安

心の確保を基本に、今後もスポーツ振興拠点として貢献できるよう、常に新たな

事業展開を図ります。また、費用対効果を踏まえ効率的な管理運営を行い、創意

工夫により利用者満足を獲得するなど、多角的な視点から運営の質を高めていき

たいとも考えています。そのために、目標を定め、自己評価・外部評価等、各モ

ニタリング手法により評価することで、運営の質の向上を図ります。 

令和５年度には第三者評価を実施しました。第三者からご意見を元により良い

施設運営を行ってまいります。 

 
 



様式１別表 

《目標設定時公表項目》 

目標設定の視

点 
運営目標 管理指標・数値 

利用者 

サービス 

・スペースを有効活用した教室事

業の拡充実施 

・HP/SNS を活用した施設情報の発

信 

・栄養指導 

・1クールあたりの教室開講数 70以上 

・SNSやホームページ等での情報発信数 300以上 

・年１回以上（集客状況によって検討） 

業務運営 

・施設全体の利用者数向上 

・地域連携事業実施 

 

・令和 8年度延べ利用者数 298千人 

・令和 8 年度地域連携事業実施 12 回以上（地域へ

の出張健康づくり指導など） 

職員育成 

・利用者満足度向上 

・職員向け研修会の開催 

・マルチジョブによる人件費の効

率化 

・令和 8年度満足度調査 Top2Box 計で 95％を達成 

・四半期に 1度、研修会開催（外部、オンライン含

む） 

財務 ・利用者増による利用料収入増 ・令和 8年度利用料収入 127,430千円 

 

 

《実績評価時公表項目》 

目標設定

の視点 
運営目標 管理指標・数値 実績値 

目標との 

差異 

今後の取組 

（改善計画） 

利用者 

サービス 

・スペースを有効活用した

教室事業の拡充実施 

・HP/SNSを活用した施設

情報の発信 

・健康運動増進施設の認定 

・1 クールあたりの

教室開講数 70以上 

・SNS やホームペー

ジ等での情報発信

数 300以上 

   

業務運営 

・施設全体の利用者数向上 

・地域連携事業実施 

 

・令和 8年度延べ利

用者数 298千人・令

和 8年度地域連携事

業実施 12回以上（地

域への出張健康づ

くり指導など） 

   

職員育成 

・利用者満足度向上 

・職員向け研修会の開催 

・マルチジョブによる人件

費の効率化 

 

・令和 8年度満足度

調査 Top2Box 計で

95％を達成 

・四半期に 1度、研

修会開催（外部、オ

ンライン含む） 

   

財務 

・利用者増による利用料収

入増 

 

・令和 8年度利用料

収入 127,430千円 

   

 
 




